
議案第６２号   

 

   令和６年度札幌市下水道事業会計補正予算（第２号） 

 

（総則） 

第１条 令和６年度札幌市下水道事業会計補正予算（第２号）は、次に定める

ところによる。 

（資本的収入及び支出の補正） 

第２条 第４条中資本的収入及び支出の予定額を次のように補正する。 

（款   項）   （補正前の額） （補 正 額） （  計  ）  

収          入 

第１款 資本的収入    38,388,450 千円 1,592,000 千円 39,980,450千円 

第１項 企業債    30,333,000 千円  788,000 千円 31,121,000千円 

第２項 国庫補助金   3,006,500 千円  631,000 千円  3,637,500千円 

第３項 国庫交付金   3,459,950 千円  168,000 千円  3,627,950千円 

第４項 負担金     1,589,000 千円   5,000 千円  1,594,000千円 

支          出 

第１款 資本的支出    55,580,409 千円 1,592,000 千円 57,172,409千円 

第１項 建設改良費  37,302,409 千円 1,592,000千円 38,894,409千円 

 （債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の変更は、「別表債務負担行為補正」による。 

（企業債の補正） 

第４条 第６条中起債の限度額を次のように補正する。 

   （起債の目的）   （補正前の額） （補 正 額） （  計  ） 

 下水道建設事業費等    27,058,000 千円   788,000 千円 27,846,000千円  

 

   令和７年（２０２５年）２月１３日提出 

札幌市長 秋 元 克 広   



管 路 布 設 等 事 業 3,500,000 5,800,000

別　表

債　務　負　担　行　為　補　正

令 和 ７ 年 度 令 和 ７ 年 度

変　　　　　更

事 項
補 正 前 補 正 後

期 間 限 度 額 期 間 限 度 額

千円千円



予　定　額

1 1,592,000 

1 企 業 債 788,000 

1 建 設 企 業 債 788,000 　一般企業債

2 国 庫 補 助 金 631,000 

1 国 庫 補 助 金 631,000 　下水道建設事業に対する国庫補助金

千円

1/2 631,000 

計 － 631,000 

3 国 庫 交 付 金 168,000 

1 国 庫 交 付 金 168,000 　下水道建設事業に対する国庫交付金

千円

1/2 137,000 

5.5/10 31,000 

計 － 168,000 

4 負 担 金 5,000 

4 その他負担金 5,000 　その他負担金

予　定　額

1 1,592,000 

1 建 設 改 良 費 1,592,000 

1 管 渠 整 備 費 1,262,000 

3 施 設 整 備 費 330,000 　ポンプ場施設整備費 382,000 

　処理場施設整備費 △ 52,000 

令和６年度札幌市下水道事業会計予算実施計画

（本表に記載の金額は追加を示す。）

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収 　   　　　入
(単位　千円)　

款 項 目 備 考

種 別
補 助 対 象
事 業 費

補 助 率 金 額

千円

資 本 的 収 入

管 路 1,262,000 

種 別
交 付 対 象
事 業 費

交 付 率 金 額

1,262,000 

千円

処 理 場
274,000 

56,363 

330,363 

支 　   　　　出
(単位　千円)　

款 項 目 備 考

資 本 的 支 出



 （単位　円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

1,499,920,000△      

25,656,941,000       

896,983,000          

88,353,000           

3,985,036            

1,149,000△          

10,962,990,000△     

2,456,385,000        

147,000              

190,721,253△        

8,906,439,214△      

その他流動資産の減少額 30,170               

7,541,604,739        

2,453,972,000△      

5,087,632,739        業務活動によるキャッシュ・フロー

未収金の増加額

未払金の減少額

小計

利息の支払額

貸倒引当金の減少額

長期前受金戻入額

支払利息

企業債取扱諸費

減価償却費

固定資産除却費

退職給付引当金の増加額

賞与引当金の増加額

令和６年度札幌市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）

当年度純損失



２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

36,339,305,000△    

7,265,450,000       

国庫交付金の返還による支出 70,000,000△        

一般会計及び他の特別会計等からの負担金による収入 1,462,716,000       

27,681,139,000△    

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入 15,000,000,000      

一時借入金の返済による支出 15,000,000,000△    

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 34,242,610,000      

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 22,491,168,000△    

資本費平準化債による収入 2,037,200,000       

資本費平準化債の償還による支出 855,642,000△       

企業債取扱諸費の支払による支出 147,000△           

12,932,853,000      

資金減少額 9,660,653,261△     

14,795,878,289      

5,135,225,028       

資金期首残高

資金期末残高

財務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

国庫交付金等による収入



固　定　資　産

(1)

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

(2)

イ

ロ

ハ

(3)

イ

ロ

投 資 そ の 他 の 資 産

出 資 金 35,000,000      

破 産 更 生 債 権 等 76,000          

貸 倒 引 当 金 68,000△        

電 話 加 入 権 9,291,215       

ソ フ ト ウ ェ ア 1,171,400       

無 形 固 定 資 産 合 計 10,615,755      

有 形 固 定 資 産 合 計 576,503,573,871 

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権 153,140         

工具 ､器具及び備品 753,685,899      

減 価 償 却 累 計 額 624,144,775△      129,541,124     

建 設 仮 勘 定 14,274,623,037  

減 価 償 却 累 計 額 195,058,216,409△  85,334,464,362  

車 両 運 搬 具 15,639,200       

減 価 償 却 累 計 額 14,857,240△       781,960         

機 械 及 び 装 置 280,392,680,771  

土 地 14,537,561,393  

建 物 101,487,118,263  

減 価 償 却 累 計 額 63,325,712,461△   38,161,405,802  

令和６年度札幌市下水道事業予定貸借対照表
（令和７年３月31日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　      （単位　円）

資　　産　　の　　部

1

有 形 固 定 資 産

構 築 物 956,427,354,166  

減 価 償 却 累 計 額 532,362,157,973△  424,065,196,193 



流  動  資  産

(1)

(2)

固　定　負　債

(1)

イ

ロ

(2)

流  動  負  債

(1)

イ

ロ

(2)

(3)

(4)

(5)

預 り 金 21,462,084      

引 当 金 281,929,000     

流 動 負 債 合 計 22,679,165,647  

企 業 債 合 計 18,285,000,000  

未 払 金 4,000,000,000   

未 払 利 息 90,774,563      

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

16,223,608,000   

資 本 費 平 準 化 債 2,061,392,000    

固 定 負 債 合 計 235,409,273,389 

4

企 業 債 合 計 232,596,277,056 

引 当 金 2,812,996,333   

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

221,047,930,256  

資 本 費 平 準 化 債 11,548,346,800   

流 動 資 産 合 計 9,599,619,535   

資 産 合 計 586,148,817,161 

負　　債　　の　　部

3

未 収 金 4,552,098,935   

貸 倒 引 当 金 87,704,428△    

投資その他の資産合計 35,008,000      

固 定 資 産 合 計 576,549,197,626 

2

現 金 ・ 預 金 5,135,225,028   



繰  延  収  益

(1)

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

負 債 合 計 466,217,513,664 

長 期 前 受 金 合 計 208,129,074,628 

繰 延 収 益 合 計 208,129,074,628 

受 贈 財 産 評 価 額 71,919,004,582   

収 益 化 累 計 額 41,336,510,246△   30,582,494,336  

収 益 化 累 計 額 44,222,832,570△   35,046,456,359  

寄 附 金 21,083,512,717   

収 益 化 累 計 額 14,545,988,799△   6,537,523,918   

一 般 会 計 補 助 金 42,437,636,359   

収 益 化 累 計 額 33,403,639,084△   9,033,997,275   

負 担 金 79,269,288,929   

81,495,175,503  

国 庫 交 付 金 58,811,143,548   

収 益 化 累 計 額 13,377,716,311△   45,433,427,237  

5

長 期 前 受 金

国 庫 補 助 金 300,741,514,213  

収 益 化 累 計 額 219,246,338,710△  



資　　本　　金

剰　　余　　金

(1)

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

(2)

イ

負 債 資 本 合 計 586,148,817,161 

利 益 剰 余 金 合 計 1,499,920,000△ 

剰 余 金 合 計 6,433,954,855   

資 本 合 計 119,931,303,497 

資 本 剰 余 金 合 計 7,933,874,855   

利 益 剰 余 金

当年度未処理欠損金 1,499,920,000    

寄 附 金 24,279,076       

受 贈 財 産 評 価 額 1,689,198,393    

国 庫 交 付 金 105,000,000      

一 般 会 計 補 助 金 1,587,179,463    

負 担 金 1,077,237,688    

7

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金 3,450,980,235    

資　　本　　の　　部

6 113,497,348,642 



注記

　１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　(1)　固定資産の減価償却の方法

　　　イ　有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　 (ｲ)　減価償却の方法　定額法

　　　 (ﾛ)　主な耐用年数

耐用年数（年）

15～50

20～50

６～20

４～６

５～15

　　　ロ　無形固定資産（リース資産を除く。）

　　　 (ｲ)　減価償却の方法　定額法

　　　 (ﾛ)　主な耐用年数

　　　　 　 施設利用権 15年～20年

　　　　　　その他無形固定資産 ５年

　　(2)　引当金の計上方法

　　　イ　貸倒引当金

　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

　　　ロ　退職給付引当金

　　　　　職員への退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給額に相当する

　　　　額を計上している。

　　　ハ　賞与引当金

　　　　　職員への期末手当及び勤勉手当の支給並びに関係する法定福利費の支出に備えるため、当事業

　　　　年度末におけるこれらの支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

　　(3)　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

　　　　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式により行っている。

　　　　 なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として会計処理を行っている。

　２  予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

  　　重要な非資金取引の内容

  　　当事業年度に受け入れた資産の額は、1,000,000,000円である。

　３　予定貸借対照表等に関する注記

　  　企業債の償還に係る他会計の負担

  　　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものを含む。）の償還に要する資金の

 　 うち、一般会計が負担すると見込まれる額は、142,031,243,000円である。

工具、器具及び備品

固定資産

建物

構築物

機械及び装置

車両運搬具



　４　セグメント情報に関する注記

    　下水道事業の単一セグメントである。

　５　減損損失に関する注記

   　 なし。

　６　リース契約により使用する固定資産に関する注記

　　(1)　リース取引の処理方法

　　　　 所有権移転ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理

　　　 を行っている。

　　　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、地方公営企業法施行規則第55条第１号を適

　　　 用し、通常の賃貸借契約に係る方法に準じて会計処理を行っている。

　　(2)　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る当事業年度の末日における未経過リース料相当額

　７　その他の注記

    　退職給付引当金の取崩し

　　　令和６年度において、退職手当として163,701,000円を支給するため、退職給付引当金163,701,000円

　　を取り崩して使用する。

合計 408,422,770円

支払時期 未経過リース料相当額

令和７年度 124,577,604円

令和８年度以降 283,845,166円



注　（　）内は、補正前の額である。

期 間 金 額 期 間 金 額 国庫支出金 企 業 債 そ の 他

千円 年度 千円 年度 千円 千円 千円 千円

(3,500,000) (3,500,000) (246,000) (3,143,000) (111,000)

5,800,000 297,000 5,370,000 133,000管 路 布 設 等 事 業

債務負担行為に関する調書
　変　　更  

事 項 限度額

５年度末までの支払
義務発生（見込）額

６年度以降の支払 .

義務発生予定額
左 の 財 源 内 訳

5,800,000 － － 7



 （参考資料）

（単位　千円） 

項　　　　目 金　　　額 項　　　　目 金　　　額

営 業 収 益 40,259,059 営 業 費 用 49,555,398 

営 業 外 収 益 12,640,974 営 業 外 費 用 2,457,725 

予 備 費 30,000 

小 計 52,900,033 小 計 52,043,123 

1,967 特 別 損 失 91,877 

52,902,000 計 52,135,000 

企 業 債 31,121,000 建 設 改 良 費 38,894,409 

国 庫 補 助 金 3,637,500 償 還 金 18,188,000 

国 庫 交 付 金 3,627,950 返 還 金 70,000 

負 担 金 1,594,000 予 備 費 20,000 

計 39,980,450 計 57,172,409 

15,391,905 

108,274,355 合 計 109,307,409 

6,238,508 

114,512,863 総 計 109,307,409 

収

益

的

収

入

及

び

支

出

856,910

令和６年度札幌市下水道事業会計予算総括表

区　分
収　　　　　　　　　　入 支　　　　　　　　　　出

収入支出差引

経
 
常
 
収
 
支

総 計 5,205,454

当年度分損益勘定留保資金等 15,391,905

合 計 △   1,033,054

当
　
　
年
　
　
度
　
　
分
　
　
収
　
　
入
　
　
及
　
　
び
　
　
支
　
　
出

767,000

過 年 度 分 内 部 留 保 資 金 6,238,508

特 別 利 益 △      89,910

△  17,191,959

資

本

的

収

入

及

び

支

出

計


